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製薬会社の営業担当者（MR）だったA
が、上司Bのパワハラに該当すると思われ
る言動によりうつ病を発症し自殺した。

労働基準監督署は労災保険法に基づく
遺族補償給付を支給しない旨の処分を下し
た。その後、遺族がこの判断を不服とし不
支給処分取り消しを求めて裁判を行い、社
会通念上、客観的にみて、上司Bの言動は
精神障害を発症させる程度に過重なものと
して評価するのが相当であり、業務起因性
が認められるとされ、業務上災害となった。

「業務災害」となるには、労働者の業務
と負傷などの結果との間に、「当該業務に
内在または随伴する危険が現実化したと認
められるような相当因果関係が必要」とさ
れる。精神障害の業務起因性の認定要件を
みると、①当該精神疾患が業務との関連で
発症する可能性のある一定の精神疾患 (対
象疾病 )に該当すること、②発症前の概ね
6か月に業務による強い心理的負荷が認め
られること、③業務以外の心理的負荷およ
び個体側要因により発症したとは認められ
ないこと――が挙げられている。
②の心理的負荷は、個人差があることか
ら、その個人がその出来事をどう受け止め
たかという主観的な評価ではなく、職種・
職場における立場や職責、年齢、経験など
が類似する同種の労働者が一般的にどう受
け止めるかという点にて評価される。また
③は、就業以前から精神障害を発病と寛解
を繰り返していたり、重度のアルコール依
存の場合は、その個人の要因による発病で
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あることが明らかだとして業務起因性が認
められない。
また、精神障害による自殺の場合、一般
的に「労働者の故意による死亡」とされ労
災保険の給付の対象にはなっていない。し
かし少なくとも、労働者が業務に起因する
精神障害を発症した結果、正常な認識、行
為選択能力が著しく阻害され、自殺を思い
止まる精神的な抑制力が著しく阻害されて
いる状態で自殺に至った場合には、労働者
が死亡という結果を認識し許容していたと
しても、死亡という結果を意図したとまで
は言うことができず、ここで言う「故意」
には該当せず、業務起因性を認めている。
今回の事件では、上司BはAに次のよう
な発言をしている。
①存在が目障りだ、いるだけでみんなが
迷惑している。お前のカミさんも気がしれ
ん、お願いだから消えてくれ、②お前は会
社を食い物にしている、給料泥棒、③お前
は対人恐怖症やろ、④Aはだれかがやって
くれるだろうと思っているから、何にも堪
えてないし、顔色一つ変わっていない、⑤
病院の廻り方が分からないのか。勘弁して
よ。そこまで言わなきゃいけないの、⑥肩
にふけがベターと付いている。お前病気と
違うか。
さらに、このような発言の背景には、A
に対する上司Bの強い不信感と嫌悪感が根
底にあったと認められた。
企業のなかにいると、上司との間で関係
性が悪くなったり、トラブルが起きたり、
軋轢が生じることがある。だが、これらに
よる心理的負荷が社会通念上客観的にみて
精神障害を発症させる程度に過重なもので
あると認められるのかが問題となる。
今回のケースでは、上記の上司 Bの発
言は大変厳しく、仕事内容だけではなく人

格や存在自体を否定するものも含まれてい
る。また、上司BはAを嫌悪しており、そ
のことがAの精神的負荷をさらに加重させ
ているともいえる。また、上司Bは相手の
立場や感情を配慮することなく、本人から
すると大きい声で威圧的に発言していた。
これらのことから上司Bのこれらの言動
は、一般人を基準として社会通念上客観的
にみて、精神障害を発症させる程度に過重
なものだといえると認められた。
労働者の自殺による死亡が業務上の死亡
と認められるかどうかについては、その本
人が業務に起因する精神障害を発症した結
果、正常な認識、行為選択能力が著しく阻
害され、自殺を思い止まる精神的な抑制力
が著しく阻害されている状態で自殺に至っ
た場合には、業務起因性が認められる。
ただ一番重要なことは、企業内において
業務の範囲を越えて、人格やキャリアまで
も否定したり、相手の感情に配慮すること
ない心理的負荷を与える言動などがないよ
う、企業として注意喚起と教育をしていく
ことである。パワハラについての資料が厚
生労働省のサイトで掲載されているので参
考、活用したい。

◇ SRアップ21：www.srup21.or.jp

業務遂行性検証 事故① 事故②
A：業務に従事してい
るか △ 〇

B：事業主の支配下に
あるか 〇 〇

C：施設管理下にある
か 〇 ×
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